Ethnic Chinese enterprises in Asia by 平野 實
 
 
博士論文審査報告書 
 
申請者：平野 實 
論文題名：アジアの華人企業―タイ、マレーシア、インドネシアを中心に― 
     Ethnic Chinese Enterprises in Asia—Focusing on Thailand, Malaysia and 
Indonesia 
 
Ⅰ. 論文の構成： 
総論  
第 I 部 アジア華人企業グループの発展とその背景 
第 1 章 工業化の軌跡 
1.1. 東南アジア諸国の工業化概論 
1.2. 工業化のプレイヤー達 
1.3. タイの工業化――農業資源に基づいた NAIC 型の工業化 
1.4. マレーシアの工業化――天然資源に下支えられた工業化 
1.5. インドネシアの工業化――石油輸出に支えられたフルセット主義の工業化 
1.6. 東南アジア諸国の工業化のまとめ 
第 2 章 華人の台頭――落葉帰根から落地生根へ 
2.1. 東南アジア華人概論 
2.2. ASEAN３の華人 
2.3. 華人のまとめ 
第 3 章 華人企業グループの躍進――植民地労働者から発展の原動力へ 
3.1. さまざまな華人企業論 
3.2. 東南アジアの華人企業の共通性 
3.3. ASEAN３の華人企業 
3.4. ファミリービジネスの継承問題 
3.5. 華人企業のまとめ 
 
第 II 部 華人企業グループ各論 
第 4 章 CP グループ――アグロビジネスを活かして 
4.1. 創業期・発展期――農業の工業化 
4.2. 海外展開――ブロイラーから衛星まで 
4.3. 通貨危対応時期――アグロビジネスへの回帰 
 1
4.4. 現状――本業への回帰と中国での重点事業 
4.5. 事業展開のまとめ 
第 5 章 クォク・グループ――人的ネットワークを活かして 
5.1. 創業期・発展期――基礎作りはマレーシア・新展開は香港で 
5.2. 海外展開――シンガポールから香港へ 
5.3. 通貨危対応時期――新たなチャンス 
5.4. 現状――一族の分割統治と新分野での展開 
5.5. 事業展開のまとめ 
第 6 章 サリム・グループ――政商のコネを活かして 
6.1. 創業期・発展期――スハルトとともに 
6.2. 海外展開――インドネシア拠点のアジア展開 
6.3. 通貨危対応時期――事業や拠点の再編成 
6.4. 現状――国内有力企業の死守と選別された海外展開 
6.5. 事業展開のまとめ 
第 7 章 三グループの比較分析（定性編） 
7.1. 三グループの共通性 
7.2. 三グループの事業展開 
7.3. 三グループ事業特性のまとめ 
第 8 章 三グループの比較分析（数量化２類編） 
8.1. 分析手法 
8.2. 三グループの分析 
8.3. タイプ分類のまとめ 
 
第 III 部 結論 
第 9 章 検討のとりまとめ 
第 10 章 華人企業グループの将来と今後の研究課題 
参考文献 
 
Ⅱ 本論文の概要 
本論文ではアジアの華人企業グループの考察にあたり、タイ・マレーシア・インドネシ
アの 3 ヶ国 ASEAN３を取り上げた。これらの諸国はマイノリティとしての華人の人口比
率の大きさとアジア通貨危機以前の工業化が大きな失速を見せずに進展した地域として
選択されている。これらの観点からシンガポールやフィリピンは除外されている。 
本論文ではまず ASEAN３の工業化を概観した。この工業化は政府主導の開発体制のもと、
経済政策が実施されたという共通点を持つ。これらの工業化は開発独裁の体制のもとで推 
し進められたが、その工業化を主導したのは、タイではピブーンであり、マレーシアでは
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マハティールであり、インドネシアではスハルトであった。その結果として、タイでは豊
富な農業資源を活用する NAIC〔新興農業関連工業国：Newly Agro-Industrializing Country〕
型の工業化が進展し、マレーシアでは鉱物資源や農業資源による豊富な外貨収入があった
ことから輸入制限が少なかったためハイコスト・エコノミーに陥ることなく工業化が進展
し、インドネシアでは豊富な石油関連資源の外貨獲得があったことからハイコスト・エコ
ノミーを呈することとなったフルセット主義による政府主導の重工業化が進められた。 
さらに本論文では華人について概観した。華人企業グループの主体者である華人は当初
移民として出発した華僑であった。「落葉帰根」に表されているように何時かは故郷に帰
る思いを抱き、「衣錦還郷」に表されるように幾ばくかの金を貯めたら故郷の村へ「錦を
飾る」つもりであった。しかし、ほとんどの人は現地にとどまり「落地生根」の道を選ん
だ。 
本論文では工業化の立役者となった華人企業グループを概観した。華人企業グループの
所有者・経営者である華人は「中国系人」であるがゆえに共通の価値観や文化を共有して
いると見なされ、またそれゆえに、一様にとらえられがちである。しかし東南アジア諸国
では西側列強の支配体制の異なりや、その後に登場する各国の開発独裁体制の違いにより、
華人はさまざまな「生き方」を強いられていた。華人は時の政権の華僑・華人政策により、
ある場合には「同化」しながら、「抑圧」されながら、「利用」されながら生業を営み、あ
るものは財を成すにいたった。このような各国の政権がとった華人政策の異なりにより、
華人の進出分野は大きく異なったものとなっている。タイではタイ国籍を取得していれば
華人であるというハンディキャップがないような「同化を進めた」華人政策のもと、華人
企業グループは民間企業が進出できるあらゆる分野に跨って発展していった。マレーシア
ではマレー人優遇策のブミプトラ政策が行われ「抑圧する」華人政策のもと、華人企業グ
ループは進出分野を限定されながら発展していったが、事業の本部を海外に移転させてし
まうというような事例も見られた。インドネシアではスハルト政権にみられた「KKN」
に立脚した「利益追求」の華人政策のもと華人企業グループは政府関連会社やスハルト・
ファミリー企業と棲み分けることで発展してきた。このような各国の華人政策は、ナショ
ナリズムの動向に大きな影響を受けながら、その国の政治指導者により遂行された工業化
政策のなかで、現地人との経済ギャップや華僑・華人の経済的存在感や利用価値を反映さ
せながら実行されてきた。 
さらに本論文では個別の華人企業グループを検討した。華人企業では、同一の基盤国に
あってもそれぞれ異なった発展の様態が見られる。これは同一国内であっても個別の華人
企業がそれぞれ異なった創業形態をとっていたり、事業ノウハウを持っていたり、人的ネ
ットワークを持っていたりすることに起因している。このような固有の華人企業グループ
の特徴（事業特性）を抽出するために本論文では三グループ（タイの CP グループ・マレ
ーシアのクォク･グループ・インドネシアのサリム・グループ）を取り上げた。 
これら三グループはいずれも商人として出発している。ＣＰは農産品を取り扱う輸出入
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商人として出発している。ＫＢは戦前から食材の販売許可を得た商人として出発している。
ＳＧはスハルトの軍団へ物資を供給する軍需商人として出発している。この段階でＣＰで
は「農村基盤」の事業特性が、ＫＢでは「人的ネットワーク」の事業特性が、ＳＧではス
ハルトと共存共栄を図る「スハルト・クローニー」としての事業特性が出現したと分析さ
れる。 
これら三グループの事業基盤国の初期の工業化政策は輸入代替型産業の振興である。こ
れを契機として三グループはいずれも製造業に進出した。ＣＰは輸入代替品目の飼料製造
業に進出した。このことは畜産業を包含するアグロビジネスの展開に結びついた。ＫＢは
砂糖や砂糖原料の輸入に携わることで畜精されたトレーディング・ノウハウの事業特性を
もとに砂糖精製業に進出した。ＳＧはスハルトに結びつくリム投資家グループを形成し小
麦粉製粉業に進出した。 
三グループは前述したさまざまな事業をもとにしてそれぞれ異なった形で他事業を展
開した。ＣＰはブロイラーを中心に事業の垂直統合・水平統合を完成させたが、この事業
では海外品種の導入が必要不可欠であり、この段階でＣＰには「海外技術内包化」の事業
特性が出現した。ＫＢは原糖トレーディングと砂糖精製業に加え、プランテーション経営
に進出することで砂糖産業の垂直統合を完成させ、他の輸入食糧原料を統合し、食糧一次
加工業の水平統合を完成させた。ＳＧは小麦粉の製造・流通・販売の独占体制を完成させ
るとともに、セメント産業では半独占体制を、銀行業では国内最大の民間銀行を作り上げ
た。 
上記事業に引き続く三グループの国内事業の拡大期では、既存の事業特性が維持され、
基盤国の対華人政策が顕著に反映され、新たな事業特性も出現してくる。ＣＰは「同化を
進めた」華人政策のもとで、「海外技術内包化」の事業特性がアグロビジネス分野以外に
も出現した。ＫＢは「トレーディング・ノウハウ」や「人的ネットワーク」が事業機会を
生み出した。しかし、ブミプトラ政策が強まり、「抑圧する華人政策」が前面にでてくる
と、ロバートは国内事業のマレー化を推し進める一方で、グループ本部をレッセフェール
政策をとる香港に移転させてしまう。この段階でＫＢには、より規制の少ない場所で事業
を展開していく「自由放任指向」の事業特性が出現した。ＳＧは「利益追求の華人政策」
のもと、利権が確保される事業には事業の相互関連性を無視し多くの事業分野に進出する
という「野放図展開」の事業特性が出現した。なお、アントニーがリムの後継者として登
場することで、この特性は「拡大の統合」の方向へ軌道修正されるとともに新たな「M&A
活用」の事業特性も出現した。 
このように事業を展開していった三グループの資本所有の形態は必ずしも同様の様相 
を呈していない。ＣＰでは他の華人企業グループと同様にファミリーが主体となった所有
構造であった。ＫＢでは当初のマレーシアでの主要事業のすべては政府機関との合弁会社
で設立され、ＫＢ側の出資はファミリーが主体となった会社から行われていた。ブミプト 
ラ政策のもとでは他の華人企業グループと同様に役員と資本のマレー化を促進したが、香
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港ではファミリーの持株会社が全ての事業を所有している。ＳＧではパーナーシップ型の
所有形態をとり、ファミリーメンバー以外にもプリブミのリム投資家グループが参加して
いたと考えられる。 
 
III. 本論文の残された課題と評価 
本論文ではアジアの華人企業グループと銘打ちながらも、結果的には ASEAN３が中心の
検討となってしまった。今後、アジアの華人企業を研究するに当たっては、本論文の範疇
を越えたさまざまな観点で検討が進められなければならない。ここでは取り残された華人
企業グループ研究の諸課題を列挙すれば、以下の通りである。 
１．基盤国の追加：各国の工業化政策と華人政策が相互に関連しながら各国の華人企業の
特徴を生み出していったことをフィリピンなどの他の ASEAN 諸国で検証する。 
２．中国系人企業グループの検討：上記の検証を香港・台湾に広げることで、中国系人企
業研究へと枠組みを拡大する。 
３．事業内容のデータ化手法の開発：華人企業グループは一部を除きデータをほとんど公
開しておらず、事業内容の分析は二次資料としての先行研究や新聞・雑誌に拠ったものに
ならざるを得ない。しかし、これらの内容はそれぞれの研究者や学者の見解が大きく作用
しており、データとして利用するためには資料の平準化を行わなければならない。 
４．分析対象企業の拡大：本論文のグループ判別では三グループ以外の華人企業が含まれ
ておらず、本論文の分類軸をもって他の華人企業を推量することはできない。より多くの
地域、対象グループ、事業グループを包含しなければ、一般的な華人企業の分類は困難で
あろう。 
本論文は研究地域を華僑・華人人口の多いフィリピンやベトナムなどに拡大すれば、も
っと説得力があると思われる。尚、本論文における仮説に関する解明はやや不十分であり、
仮説自体の合理性にも若干問題があろう。また、タイ、マレーシア、インドネシアにおけ
る華人企業グループの基本概念である“事業特性”に関する解明も必ずしも十分とはいえ
ない。しかし、複数のアジア華人企業グループに関する周到な比較研究は高く評価される。
膨大な資料を駆使して、自分なりに整理し、体系的に図式化、理論化する努力は高く評価
されるべきであろう。 
 
Ⅳ. 本論文に対する評価 
我々審査員会一同は、論文査読と面接試験（2007 年 5 月 19 日、9：30－11：30）の結果を
踏まえ、平野實氏の提出論文について、博士論文としての評価に耐え得るものと判断し、
ここに満場一致で承認する。 
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